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施設看護職の結核認識度について
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要旨:大 都市の結核対策では,治 療脱落中断を予防し,多 剤耐性患者発生 を防止 し,治 療成功率を高

める対策の強化が必要である。入院中から退院 ・地域での服薬管理 と治癒まで一貫 した患者管理の構

築が求められているなか,病 院と保健所の看護間連携は必須であり,ま た,看 護者 間に結核対策に関

する認識度 に差があってはならない。

本調査は看護職能団体の看護協会の協力を得て病院看護婦に対 して 「結核対策に関する関心度と認

識度調査」を行った。結果結核病棟 に働 く看護婦は40歳 代以上が60%以 上を占め経験年数も10年 以

上 と長期に結核患者に関わっていた。結核に対する認識度は一般病院の看護婦よりも有意に高いこと

がわかった。 しかし看護婦 と保健婦 との連携では必要性を感 じてはいるが十分な連携はなされておら

ず,今 後病院と保健所の看護間連携システムの構築が必要である。
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は じ め に

大都市における結核問題は日本の結核対策を考える際

きわめて重要な位置を占める1)。東京,大 阪,名 古屋等に

見 られる大都市の社会的変化は結核問題 を複雑多様化

し2),標準治療の普及徹底,服 薬確認強化(DirectlyOb-

servedTreatment;DOT)等,患 者管理指導 に関 しては,

保健所 のみでは対応 しきれない状況にある3)～5)。保健

所の患者管理 と医療機関における治療 との連絡調整の

実態を把握することは,今 後の大都市地域 における結

核対策 を考えるうえで重要 なことである。結核患者治

癒率 を向上させ るためには,保 健所 と病院の看護職間

の連携が必須であり,ま た 「施設看護職の結核認識度」

に差があってはならない。

そこで,わ れわれは愛知県看護協会 と共同で,施 設内看

護職の結核対策に対する関心度と結核認識度 を把握する

ためにアンケート調査を施行したので,こ こに報告する。

対象と方法

対象は愛知県内24結核指定病院に勤務する看護婦(以

下 「結核看護婦」という)で,対 照群は県内の結核指定外

病院に勤務する看護婦(以 下 「一般看護婦」という)で あ

る。結核看護婦は24病 院の結核病棟勤務者か ら各3名

ずつ無作為抽出 された計72名 であ り,一 般看護婦 は看

護協会主催の感染症研修を受講 した者計138名 であった。

調査方法は,結 核看護婦 にはアンケー ト調査用紙を個

別に郵送し,自 己記入の後,同 用紙を郵便にて回収した。

一般看護婦には研修開催時に調査用紙を配布 し自己記入

の後回収 した。回収率は,結 核看護婦99.0%(71名),

一般看護婦100%(138名)で あった。 しか し,調 査の結

果一般看護婦 と考えられた138名 のうち25名 は診療所や

結核指定病院勤務であったので,こ の25名 は一般看護

婦から除いた。その結果,検 討対象 としての一般看護婦

は113名 となった。結核看護婦に対する調査期間は1999

年11月 から2000年1月 までの3カ 月間とした。調査の

内容は,図 に示 したように 「結核対策における医療機関

と保健所の連携についての調査」 とし,① 結核対策の認

識度,結 核発生届け出,医 療費公費負担制度,結 核診査

会開催等地域の保健所の管理機能,② 結核強化治療に求

められる医療機関 と保健所のチームケアの必要性,③ 看
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護婦(士)か らみた保健婦像,(4)効 率的な連絡協調,を

知ろうとしたものである。

結 果

(1)年 齢 別で は結核看護婦 は40歳 代,50歳 代 が とも

に29.6%を 占め,40歳 代 以上が60%を 占 めた。一方,20

歳 代 は22.5%で あ った。一般看護婦 は20歳 代33.6%,30

歳 代27.4%,40歳 代29.2%を 占 め,50歳 代 は9.7%と 少

なかった。結 核看護婦 は50歳 代 が多 く,一 般看 護婦 に

は20歳 代が多 かった。

看護婦の経験年数 は,結 核看 護婦 は,10年 以上 が74.6

%,1年 か ら2年 まで16.9%,3年 か ら9年 が8.4%で あ っ

た(Table1)。

(2)結 核対策の認識度について,す なわち 「発生届」

「公費負担制度」「登録制度」「保健指導」「家族検診」

「結核診査協議会」「定期外検診」について知っているか

否かの調査では,結 核看護婦は一般看護婦と比較 し結核

対策に関する認識度は高いという結果であった。 しかし

結核看護婦は治療に必要な公費負担制度,結 核診査協議

会 につ いて は約7割 程度 の認 識 であ るこ と もわか った

(Table2)。

(3)施 設 内 におけ る患者 に対 す る薬 の投与 方法 につ

いては,結 核看護婦 では 「抗結核薬 を看護婦 の目の前 で

服 用 させ ている」 が66.2%,「 毎 回手渡 ししてい る」 が

23.9%,「1日 分 を手渡 して いる」 が5.6%を 示 し,看 護

婦 の確認 の下で服薬 しているのは6割 強であ ることが わ

かった。一般看護婦 では,内 科や外科 などの内服薬 に関

して は,そ れ ぞ れ28.3%,24.8%,46.9%で あ っ た

(Table3)。

(4)チ ー ムワークの認識 の程度 では,「 病院の関係職

種,保 健所の医師,保 健婦 など地域 でのチームケアが大

切で ある」 と回答 した ものは,結 核 看護婦で93.0%と 高

率 を占め,一 般看護婦 では79.6%で あ った(Table4)。

(5)「 病棟の看護婦 と保健所保健婦 との関わりの程度

について」は,結 核看護婦では73.2%と その関わる頻度

が多 く,一 般看護婦ではわずか15.0%で あった。

関わ りの程度については,「結核患者について病状 な

ど情報交換 をもった」が51.1%,「 電話で患者の状態を

Table 1 Characteristics of subjects

Table 2 Understanding level in tuberculosis
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Table 3 Way of taking drugs

Table 4 Need a team care for patients (multiple answer)

Table 5 Contacts between tuberculosis nurses and public health 

nurses

Table 6 Collaboration between public health center and medical facilities

聴取 され た」 は25.5%,「 患 者面接 時 の取次 ぎ程度 であ

る」 は23.4%で あ った(Table5)。

(6)結 核看護婦 と一般看護婦 との連携に関する意識

度の比較については,「結核患者連絡票などでの情報の

共有化が必要である」「病院内での連絡会が必要である」

「病院と保健所 との連絡会が必要である」 という項目で

は差は無 く,「保健 ・医療 ・福祉のネットワークが必要

である」 という項 目で結核看護婦の意識は81.7%と 一般

看護婦の71.7%よ りやや高かった(Table6)。

考 察

「結核緊急事態宣言」が発令され,短 期治療の徹底,高

齢者結核患者の増加への対応,社 会的弱者の治療困難性

への対処,多 剤耐性結核患者対策など多 くの提言がなさ

れた。この状況下において,今 回結核病棟 に勤務する看

護婦の結核に対する認識度を調査 して患者の治療貢献へ

の現状を把握 しようとした。結核看護婦の状況は,40

歳代以上が60%を 占め,10年 以上のキャリアのある看

護婦が多かった。経験豊富な看護婦が6割 を占めること

は医療施設での治療完遂への支援二という点から心強い。

一方 ,約4割 を占める20～30歳 代の看護婦は結核既感

染率の低い年代である。日本看護協 会に所属する結核病

院の7.3%で 過去1年 以内に看護婦 が結核を発病 してい

ることや,看 護婦の結核感染危険度が一般女性の2.3倍

―26―



Understanding Level on TB among Nurses/H.Ishii et al. 525

という報告か ら考えると若年看護婦の結核感染防止対策

はきわめて重要である。したがって,研 修会の開催 を通

して感染症の知識の普及を図ることはもちろん,N95マ

スクの着用 など自己防衛 を図 りなが らも,質 の高い看

護を提供できる専門職 として自覚 していく必要があろ

う6)7)。

結核管理対策の基本である 「患者発生届」 「公費負担

制度」「結核登録制度」 「保健婦による患者指導」「家族

検診」 「定期外検診」 など療養上の保健 ・医療情報を提

供できるか否かは患者 との信頼関係を築 くうえで最 も大

切なことである。経験年数10年 以上の看護婦が7割 を

占める中で,結 核登録制度,公 費負担制度,結 核診査協

議会などの認識度は7割 程度と意外に低 く,看 護業務に

とどまっている状況であるということが示唆された。

初回塗抹排菌陽性患者に対する患者指導の中で直接監

視方式または直接確認方法による抗結核薬投与の実行は

きわめて重要である。 しか し,結 核看護婦の34%が 服

薬を患者に任せているという実態は,大 きな問題である。

治療失敗や治療中断,多 剤耐性菌予防のためにも早急に

結核指定病院における院内DOTの 励行が必要である。

結核治療の成功には,医 師はじめ看護婦,放 射線技師,

臨床検査技師,ケ ースワーカーなど患者を支えるヘルス

ケアチームが必要であり,医 療機関,保 健所,学 校,福

祉事務所などの医療機関以外のスタッフもその一員であ

る。患者に対するチームケアでは,「病院の関係職種,

保健所の医師,保 健婦など地域でのチームケアが大切で

ある」 と考えた結核看護婦は93.0%で その意識度は高い

ということがわかった。また,結 核看護婦 と保健所保健

婦 との連携は,病 院における療養生活と患者が地域に帰っ

てからの療養への意志の確認や方針 を明確に把握する方

策として重要である。その連携の程度 ・内容については,

結核看護婦の73.2%が 保健婦 と何 らかの形で関わりをもっ

ているという回答であり,そ の内容は情報交換が46.2%,

面接時の取次 ぎ程度や電話 による情報提供が20%台 で

あった。すなわち,両 者の連携の状況は患者が入院治療

を終了 して退院 となった段階での引き継ぎ程度に留まっ

ていることが明らかになった。

在宅ケアを必要としている人々のニーズは多岐にわたっ

ている。患者を中心にした保健 ・医療 ・福祉の連携が必

須であ り,そ れぞれの情報交換 と業務 フローが必要とな

る。保健所 と病院 との連携 に関する質問では,「患者連

絡票などによる情報の共有化」「病院内での連絡会」「病

院と保健所 との連絡会」の必要性に対する認識はいずれ

も4割 程度であった。また,「 医療 ・保健 ・福祉のネッ

トワークづ くりが大切」 という項目では結核看護婦,一

般看護婦 ともに8割 前後が認識 していた。結核患者や一

般の療養支援対象者には,「 地域の医療 ・保健 ・福祉の

ネットワークづ くり」がいかに大切であるかがうかがわ

れた。

提 言

今回の調査結果を踏まえて,今 後施設看護職 と保健所

との連携に関して提言をのべる。

(1)看 護連携による情報の共有化と活用

全国一律の結核対策,結 核指定病院の縮小などの背景

を考慮すると,こ れからは発見 した患者を完全 に治癒 さ

せることが絶対 目標 になると考 える。そのためには,施

設内DOT事 業,あ るいは在宅DOT事 業 と一体 になっ

た結核対策 システムを構築すべきである8)。結核発生動

向調査が進み,結 核疫学統計 として治療状況は把握でき

るようになった。さらに発見 した患者に対する抗結核薬

投与を確認 し,治 癒率を上げるには,保 健所 と病院 とが

共通の認識を持って治療にあたる必要がある9)10)。

したがって,保 健婦 と看護婦が情報交換のための患者

連絡票を共有 し,患 者援助計画を立てられるような活用

しやすい結核対策連携マニュアルを作成する必要があ

る11)12)。

(2)結 核対策における看護連携システムの明確な位置

づけ

これまで寝たきり老人の看護を通して,施 設 と地域の

問で看護連携 を経験 してきた。感染症である結核症では

結核 に感染する危険性 を恐れて訪問看護事業への看護連

携は受託 されにくい状況があった。今回の報告は,一 般

看護婦 と結核看護婦に対する患者連携の認識度調査であ

り,結 核看護婦の多 くは連携の重要性を意識していたが,

実際にはいまだ看護連携は十分行われていなかった。結

核発生の6割 を高齢者が占める現状では,結 核医療の中

だけでの看護連携では不十分であることが確認できた。

したがって高齢化施策の一項目に結核対策における援助

システムおよび看護連携システムを含める必要がある。

それには,退 院した患者を地域の訪問看護の対象 として

必然的に受け入れて くれるような制度 を日本看護協会な

どに提案してい く活動が重要と思われる。

以上のように,地 域で安心 して治療ができるような看

護間連携の役割 を病院や保健所 という枠を越えて構築す

べ きであることを強調 したい。

お わ り に

今回,結 核指定病院と結核指定外病院の看護職に対 し

て 「結核対策における医療機関と保健所の連携について

の調査」を行った。その結果,結 核患者に対する支援 に

関 し,病 院において も看護連携の必要性 を認識している

ことが明らかになった。患者背景が複雑多様化する現在,

患者の管理指導自体の見直しや日本の結核対策の新たな
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あり方など大きな変換が迫られている。今回の調査結果

は,地 域の結核指定病院との看護連携のための資料 にな

るものと思われる。今後看護連携により,治 療成功への

力 となるべ く研鐙 していきたいと考えている。
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Field Activities

UNDERSTANDING LEVEL ON TUBERCULOSIS AMONG HOSPITAL NURSES

1Hideko ISHII
, 2Satori ODAUCHI, 3Kaori FUNABASHI, 

4Kazuko OHTA
, and  5Takeko YAMASHITA

Abstract Tuberculosis control in big cities should be 

focused on preventing defaulting from treatment, and the 

prevention of the emergence of multi-drug resistant tuberculo-

sis, and the improvement of treatment success rate. Since it is 

needed to organize continued case management system start-

ing from hospitalization, discharge, management of regular 

drug taking at outpatient clinics and final cure, close collabo-

ration should be made between hospital nurses and public 

health nurses. For this purpose, there should be no difference 

about the understanding on tuberculosis control between clini-

cal and public health nurses.

This research was aimed to examine "How much interest 

and recognition do hospital nurses have about tuberculosis 

control." The Aichi Nursing Association cooperated with this 

research. The results showed that 60 % of tuberculosis ward 

nurses were more than forty years old, and they have served 

more than ten years in TB word. The levels of understanding

 on tuberculosis among nurses working in tuberculosis hospi-

tals were much higher than those in general hospitals. How-

ever, it is necessary to organize a collaboration system 

between hospitals and public health center to improve TB 

case management.

Key words: Tuberculosis nurse, Public health nurse, Under-

standing level, Case management, Team care
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